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第１　資格審査申請に当たっての留意事項 
 

　　この申請手続は、北海道のすべての機関が発注する物品の購入、印刷物の製造、印章の製造及び物品の賃貸借　

　（複写機、電子計算機又は自動車に限る。）（以下「物品購入等」という。）に係る競争入札に参加を希望される

　方について、あらかじめ資格の有無を審査するものです。 

　　資格審査の結果、資格者になりますと競争入札参加資格者名簿に登録されます。 

　　なお、資格を有することにより自動的に、又は直ちに発注があるということではありません。 

　　北海道及び各総合振興局（振興局）のホームページの閲覧や北海道の各発注機関への問い合わせ等により、入札

　情報を確認してください（１－１２「その他」を参照）。 

 

　１－１  資格の種類 

 

  　　北海道が発注する物品購入等の競争入札への参加資格は、「物品の購入」、「印刷物の製造」、「印章の製

　　造」及び「物品の賃貸借」の４種類に分けて定めています。 

　　　物品の購入は、別表１「業種別分類表」（以下「別表１」という。）の分類１から２３、印刷物の製造は分

　　類の２４から２７、印章の製造は分類の２８及び物品の賃貸借は分類の２９から３１に対応する資格となりま

　　す。 

　　　なお、物品購入等の競争入札への参加資格は、分類を選択して申請することにしていますので、資格審査申

　　請をする方は、入札参加を希望する別表１の分類（複数の分類を希望する場合は、それぞれに対応するすべて

　　の分類）を選択し申請することになります。 

 

　１－２　審査基準日 

 

資格審査の基準日は、令和６年（2024年）11月１日です。

　 

  １－３　資格要件 

 

　　　競争入札参加資格申請者は、次に掲げる要件を満たしていなければなりません。 

 

（１）地方自治法施行令（以下「政令」という。）第１６７条の４第１項各号の規定に該当しない者であること。 

 

（２）政令第１６７条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者でないこと。 

 

　（３）次に掲げる税を滞納している者でないこと。 

 

      ア　道税（個人の道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。） 

　　　イ　本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 

　　　ウ　消費税及び地方消費税 

 

　（４）次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと（当該届出の義務がない場合を除く。） 

 

      ア　健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出 

　　　イ　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出 

　　　ウ　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第7条の規定による届出 

 

　（５）審査基準日現在において、引き続き１年以上その事業を営んでいること。 

        「引き続き」とは審査基準日から遡って１年以上その事業を営んでいるということですが、事業を廃止し、 

      新たに事業を再開した場合は引き続きその事業を営んでいることにはなりません。 

        ただし、会社が登記上存在し、１年以上（一時休業を含む。）事業を営んでいる場合は、資格要件を満たす

　　　ことになります。 
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　（６）「印刷物の製造（別表１の分類２４～２７）」を希望する場合は、印刷物の製造に必要な印刷機を所有　　

　　　（リースを含む。）していること。   

 

　（７）「印章の製造（別表１の分類２８）」を希望する場合は、印面作成に必要な機器を所有（リースを含　　　

　　　む。）していること。 

 

　　※　（６）及び（７）については、印刷物及び印章の製造における一括下請を禁止しております。設備を保有　

　　　していない（他業者へ印刷を外注している）場合は、申請できませんので留意してください。 

 

　１－４　申請の方法 

 

　　　申請は、競争入札参加資格審査申請書（別記第１号様式）（以下、「申請書」という。）に必要な添付書類を

　　添えて、受付期間中に原則として電子申請、受付窓口への持参又は郵送により行ってください。 

　　　なお、申請書の記入方法については、７ページの第３「申請書の記入方法及び記載例」を、必要な添付書類に

　　ついては、１２ページの第４「添付書類について（法人用）」（以下、「第４」という。）又は１４ページの第

　　５「添付書類について（個人・中小企業組合等用）」（以下、「第５」という。）を参照してください。 

 

    ○　窓口持参又は郵送の送付先については、２５ページの別表３「申請書の受付機関」を参照してください。 

 

　　○　電子申請の申請方法については、５ページの第２「電子申請について」を参照してください。 

 

　１－５　申請の受付期間 

 

　　　申請書の受付は、次の期間で行います。 

 

 

　 　令和６年（2024年）１１月１１日（月）から令和６年（2024年）１１月２９日（金）まで

 

　　　※　令和６年１１月２９日１７時到着分までを有効としますのでご注意下さい。 

　　　※　早めの申請にご協力をお願いします。 

 

　１－６　審査結果の通知 

 

　　　審査の結果は「競争入札参加資格審査結果通知書」により、１月下旬頃、申請者（本店の住所）へ郵送で通知

　　します（行政書士による代理受領はできません。）。 

　　　なお、当該通知書は、紛失等による再発行は行いませんので、大切に保管してください。 

 

　１－７　資格の有効期間 

 

　　　令和７年（2025年）４月１日から令和10年（2028年）３月３１日まで 
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　１－８　中小企業組合等の取扱い 

 

　（１）資格要件の特例 

　　　　中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）、中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律

　　　第１８５号）又は商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）の規定に基づき設立された組合又はその連

　　　合会（以下「中小企業組合等」という。）については、当該中小企業組合等が次のいずれかに該当するときは、

　　　１－３の「資格要件」のうち、（５）の営業年数に係る資格要件は適用しません。 

 

　　　ア　経済産業局長が行う官公需適格組合の証明を有するとき。 

　　　イ　企業組合及び協業組合にあっては、設立の際に構成員の過半数が競争入札参加資格を有するとき。 

 

　（２）資本金及び従業員数 

　　　　中小企業組合等のうち、経済産業局長が行う官公需適格組合の証明を有する組合に係る資本金及び従業員数

　　　については申請に当たり、当該組合の資本額及び従業員数に、当該組合の組合員（組合が指定する組合員）の

　　　資本額及び従業員数を加えた合計値によることもできます。この場合、当該組合員に係る登記事項証明書、納

　　　税証明書等の書類の提出が必要となる場合がありますので留意してください（１５ページの第５の表の２１及

　　　び７ページの第３の（第２面）の１「事業所の概要」の資本金及び従業員数を参照）。 

 

　１－９  行政書士等の代理申請 

 

      行政書士等の代理人による申請（申請代理人の名前及び印による申請）が可能です。 

      行政書士等に申請を代理される場合には、こちらの質問に回答できるよう、行政書士等の方へ申請内容の説明

　　等を十分に行うようにしてください。 

      なお、会社の従業員や支店の社員の方などが申請書を作成して提出される場合は、申請書の「（代理人による

　　申請を行う場合）」欄の記載及び委任状の提出は必要ありません。 

 

  （１）申請書への押印（行政書士の場合） 

        行政書士が申請代理人として代理申請する場合に押す行政書士印は、申請書の余白に押してください。 

　　　　（行政書士以外の方が申請代理人になる場合は、押印不要です。）。 

 

　（２）暴力団員等に該当しない者であること等の誓約書の提出 

        行政書士等が申請代理人として代理申請する場合には、申請者本人が作成した暴力団員等に該当しない者で

あること等の誓約書（別記第６号様式）の提出が必要です。（１８ページの「暴力団員等に該当しない者であ

ること等の誓約書」を参照）。 

 

  （３）委任状の提出 

　      行政書士等が申請代理人として代理申請する場合には、申請者本人から申請代理人へ申請手続を委任した　

　　　委任状（別記第８号様式）の提出が必要です。（１８ページの「代理申請に係る委任状」を参照）。 

　　　　また、委任状の記載に当たっては次のことに注意してください。 

 

      ア  委任状の日付が申請受付時前３か月以内のもの 

　　　イ  受任者が行政書士の場合は登録番号（行政書士証票の番号）の記載があること 

      ゥ　委任者及び受任者の氏名及び住所の記載があること 

      エ　申請者の連絡先（所属、氏名、電話番号）の記載があること 

 

　１－１０　競争入札参加資格者名簿の公表 

 

　　　本申請の審査の結果に基づき作成する競争入札参加資格者名簿については、北海道のホームページにより、公

　　表しますので、あらかじめご了承ください。 

　　　名簿の内容については、申請書に記載された事項により掲載しますので、申請書の記載に当たっては、誤りの

　　ないよう十分留意してください。
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　１－１１　市町村における資格審査 

 

　　　競争入札参加資格制度は、それぞれの地方公共団体において独自に定められています。 

　　　市町村への物品関係の競争入札に参加を希望する場合は、それぞれの市町村に申請書の受付期間、資格要件、

　　申請書類などを確認してください。 

 

　１－１２　その他 

 

  （１）一般競争入札の告示について 
 
　　　　一般競争入札（政府調達協定案件を除く。）の発注情報については、北海道、各総合振興局（振興局）など
　　　各発注機関のホームページで入札の告示等を確認にしてください。 
　      また、政府調達協定案件の発注情報については、北海道公報を参考にしてください。 
　　　　（　北海道公報ＵＲＬ： https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/bsh/koho/index.html　） 
 
  （２）各発注機関における定時見積等への参加申込み 
 
　　　　本庁で発注する物品のうち、出納局会計管理室調達課で行う定時見積等に参加を希望される方は、別途参加
　　　申込みが必要です。詳細については、出納局会計管理室調達課調達係（ＴＥＬ（直通）011-204-5076) 
　　　へお問い合わせください。 
　　　　また、各総合振興局（振興局）を含む各発注機関においても同様の申込みが必要な場合がありますので、参
　　　加を希望する場合にあっては、当該発注機関にお問い合わせください。 
 
　（３）入札参加に関する委任状について 

 

      　名簿登録後、競争入札に参加する際、法人の代表者が支店等の長に入札・見積、契約の締結、代金の請求・

　　　受領などの権限の委任を希望する場合は、別途、当該委任する内容に関する委任状が必要となりますので、各

　　　発注機関にご確認の上、その取扱いに従ってください。 

 

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/bsh/koho/index.html
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第３　申請書の記入方法及び記載例 
 

　　　申請書の記入方法は、次のとおりです。 

　　　なお、申請書の用紙については、北海道出納局会計管理室調達課の定期申請ページからダウンロードすること

　　ができます。（　調達課ＵＲＬ：　https://www.pref.hokkaido.lg.jp/st/cut/199206.html　） 

 

（第１面） 

 

　（１）令和４・５・６年度資格者名簿番号・・・令和４・５・６年度の資格を有していない場合は「新規」に○を、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　有している場合は「更新」に○をつけて資格者名簿番号を記入して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ください。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、記入については任意になりますので、空欄でも構いません。 

                                              また、更新の場合であっても提出書類はすべて必要になります。 

 

　（２）年月日・・・・・・・・申請書の提出年月日を記入してください。 

 

　（３）申請人の所在地・・・・法人は本店の、また、個人はその本拠となっている所在地の郵便番号、電話番号及

び住所を記入してください。 

　　　　　　　　　　　　　  ※ 　実際の所在地が登記と異なり、登記事項証明書等にも当該住所の記載がない場合

　　　　　　　　　　　　　　　は、実際の所在地の住所を記入し、当該住所が分かるもの（封筒等）の写しを添付

　　　　　　　　　　　　　　　してください。 

　 

　（４）商号又は名称・・・・・法人は登記されている商号を、また、個人は使用している名称を記入してください。 

　　　　　　　　　　　　　　　フリガナも記入してください。 

　 

　（５）代表者・・・・・・・・法人は代表する役職名と氏名、また、個人は戸籍上の氏名を記入してください。 

　　　　　　　　　　　　　　　氏名にはフリガナも記入してください。 

　 

  （６）担当者・・・・・・・・こちらからの照会に回答できる担当者の部署名・役職名と氏名、連絡先の電話番号

　　　　　　　　　　　　　　を記入してください。 

                              氏名にはフリガナも記入してください。 

 

　（７）申請代理人の所在地・・行政書士等が代理申請を行う場合に申請代理人の郵便番号、電話番号及び住所を記

　　　　　　　　　　　　　　入してください。会社の従業員や支店の社員の方が申請担当者の場合は記入不要です。 

 

  （８）部署・役職・・・・・・申請代理人の所属名（行政書士事務所名等）・役職名（行政書士等）を記入してく

　　　　　　　　　　　　　　ださい。 

 

  （９）氏名・・・・・・・・・委任状に記載のある受任者氏名を記入してください。 

                              フリガナも記入してください。 

 

  （10）申出事項・・・・・・・記載されている申出事項に該当しないことを確認し、チェックを入れてください。 

 

  （11）誓約事項・・・・・・・記載されている事項について誓約することを確認し、チェックを入れてください。 

                             　

  ※  行政書士印・・・・・・・行政書士が代理申請を行う場合に押す職印は、申請書の余白に押してください。 

　　　　　　　　　　　　　　　行政書士以外の方が代理申請を行う場合には不要です。

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/st/cut/199206.html
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 　（第２面） 

 

　１　事業所の概要　　　　　　　 

　　　道内支店等の名称・・・道内に北海道と取引を行う支店､営業所等がある場合は､その名称を記入してください。 

 

　　　法人設立登記・・・・・法人の設立年月日を記入してください。個人の場合は、開業年月日を記入してくださ

　　　　　　　　　　　　　い。 

　　　資本金・・・・・・・・「資本金」欄は、登記済の資本金を転記してください。 

　　　　　　　　　　　　　　登記事項証明書に資本金の記載のない法人又は個人の方は、記載不要です。　　　　　　　　

　　　　　  　　　　　　　　※ 　中小企業組合等のうち、経済産業局長が行う官公需適格組合の証明を有する組合につ

　　　　　　　　　　　　　いては、当該組合の資本額に当該組合の組合員（組合が指定する組合員）の資本額を加

　　　　　　　　　　　　　えた合計値によることもできます。この場合、当該組合員に係る登記事項証明書、納税

　　　　　　　　　　　　　証明書等の書類の提出が必要となる場合がありますので留意してください（１５ページ

　　　　　　　　　　　　　の第５の表の２１参照）。 

 

      従業員数・・・・・・・従業員数には、法人の場合は、代表者及び役員を除き、本店、支店、営業所等の従業

　　　　　　　　　　　　　員（１か月以上の期間を定めて雇用しているすべての従業員）を含めた従業員数を、ま

　　　　　　　　　　　　　た、個人の場合は、家族従業員並びに、当該事業に従事するすべての者の人数を記入し

      　　　　　　        てください。中小企業組合等の場合は、従業員名簿を提出することになります（１４ 

　　　　　　　　　　　　　ページの第５の表の５参照）。 

　　　　　　　　　　　　　　　  　　　※ 　中小企業組合等のうち、経済産業局長が行う官公需適格組合の証明を有する組合につ

　　　　　　　　　　　　　いては、当該組合の従業員数に当該組合の組合員（組合が指定する組合員）の従業員数

　　　　　　　　　　　　　を加えた合計値によることもできます。この場合、当該組合員に係る登記事項証明書、

　　　　　　　　　　　　　納税証明書等の書類の提出が必要となる場合がありますので留意してください（１５ 

　　　　　　　　　　　　　ページの第５の表の２１参照）。 

 

　　　主たる事業の種類・・・・「１卸売業　２小売業　３サービス業　４ソフトウェア業又は情報処理サービス業

　　　　　　　　　　　　　　５ゴム製品製造業　６旅館業　７製造業その他」の中から主たる事業の種類の１つに

　　　　　　　　　　　　　　○を付してください。 

    　　　　　　　　　　　　主たる事業の種類については、次の日本標準産業分類（表中の大分類や中分類などの

　　　　　　　　　　　　　　詳細については、総務省のホームページを確認してください。）を参照してください。 

          （　総務省ＵＲＬ：　https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/H25index.htm ）

卸売業 大分類Ⅰ（卸売・小売業）の中分類５０から５５まで 　 

小売業
 大分類Ⅰ（卸売・小売業）の中分類５６から６１まで

大分類Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）の中分類７６（飲食店）及び７７（持ち帰り・配達

飲食サービス業）

 大分類Ｇ（情報通信業）の中分類３８（放送業）及び３９（情報サービス業（小分類３９

 １及び細分類３９２１を除く。））並びに小分類４１１（映像情報制作・配給業）、４１

 ２（音声情報制作業）４１５（広告製作業）及び４１６（映像・音声・文字情報制作に附

 帯するサービス業）

 大分類Ｋ（不動産業、物品賃貸業）の小分類６９３（駐車場業）及び中分類７０（物品賃

サービス業 貸業）

 大分類Ｌ（学術研究、専門・技術サービス業）

 大分類Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）の中分類７５（宿泊業（小分類７５１を除く。））

 大分類Ｎ（生活関連サービス業、娯楽業）ただし、小分類７９１（旅行業）は除く。

大分類Ｏ（教育、学習支援業）

大分類Ｐ（医療、福祉）

大分類Ｑ（複合サービス事業）

大分類Ｒ（サービス業＜他に分類されないもの＞）

ソフトウェア業又は 大分類Ｇ（情報通信業）の小分類３９１（ソフトウェア業）及び細分類３９２１（情報処

情報処理サービス業 理サービス業）

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/H25index.htm
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ゴム製品製造業 大分類Ｅ（製造業）の中分類１９（ゴム製品製造業。ただし、自動車又は航空機用タイヤ

及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く。）

旅館業 大分類Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）の小分類７５１（旅館、ホテル）

製造業その他 上記以外の全て

※　資本金・従業員数・主たる事業の種類については中小企業庁の「中小企業者の定義」に基づき、資格者が中小企

　業者かどうかの判断に使用されます。 

 

２　希望する資格の種類及び分類 

 

　　　資格は「（１）物品の購入」、「（2）印刷物の製造」、「（3）印章の製造」、「（4）物品の賃貸借（複写機、電子計算

　　機又は自動車に限る。）」の４種類に分けられ、さらに取扱品目ごとに３１種類の分類に分けられます。 

　　　入札参加を希望する資格の種類に関連する分類の□に○を付け、（　）内には具体的な取扱品目を記入してく

　　ださい。 

　　　なお、法人の場合、登記事項証明書に記載されている目的に沿った分類が選択可能です。 

　　※　（　）がない分類については、具体的な取扱品目の記入は不要です。 

 

３　営業に必要な許可等                

  

　  　希望する分類で、別表１の「営業許可等」欄で示した営業に関する許可等を有する場合は、別表２「営業許可

　　等一覧」を確認の上、該当するところに○を付けてください。  

　　　なお、営業許可等の写し等を必ず添付してください（１２ページの第４の表の８又は１４ページの第５の表の

　　１３参照）。 

　　※　２２ページの別表１及び２４ページの別表２に記載のない営業許可等については、写し等の添付は不要です。 

 

　　＜記載例＞　揮発油、石油の許可等を有する場合 

      ３　営業に必要な許可等（別表２「営業許可等一覧」を参照し、該当するところに○を付してください。） 

                                   物品の購入又は印刷物の製造  物品の賃貸借

採　石 砂　利 肥　料 農　薬 動物薬 毒劇物 覚　醒 火　薬 ﾚﾝﾀｶｰ

医　療 医　薬 麻　薬 計　量 家　畜 認　証 認　定 指　定

● 石　油 ● 揮発油 液石ガス 食　品 米　穀 クリーニング 測　量
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別記第1号様式 第１面
※の欄は記入しないでください。

　北海道知事　　様

0 6 0 － 8 5 8 8 （ ） －

（ ） －

（代理人による申請を行う場合）
－ （ ） －

✓
１

２

３ 　次に掲げる税に滞納がある者

４

✓

※の欄は記入しないでください。

受付印

※　名　　簿　　番　　号
地区 登　　録　　番　　号

物 品 の 購 入

印刷物の製造

印 章 の 製 造

物品の賃貸借

令和６年　　月　　日

　なお、この申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

郵便番号 電話 011 ２３１ ４１１１

フリガナ エーホウジン

フリガナ ホッカイ　太郎

電話 011 ２０４ ５６１４

フリガナ ホッカイ　ジロウ

郵便番号 電話

フリガナ

私は、競争入札参加資格審査申請に当たり、次に該当しない者であることを申し出ます。

ア　道税（個人の道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）
イ　本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）
ウ　消費税及び地方消費税
　次に掲げる社会保険等の届出の義務を履行していない者（当該届出の義務がない者を除く。）
ア　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出
イ　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出
ウ　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出
私は、北海道が実施する競争入札参加資格審査の申請に当たり、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等

 に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下同じ。））又は暴力団関係事業者
 （暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有
 する事業者をいう。）に該当しない者であるとともに、今後、これらの者とならないことを誓約します。

上記の誓約に反することが明らかになった場合は、競争入札参加資格を制限されても異存ありません。
また、上記の誓約の内容を確認するため、北海道が他の官公署に照会を行うことについて承諾します。

※受付番号 ※確認者

新規・更新

令和４，５，６年度

名　簿　番　号

地区 登　録　番　号

札 0 1 2 3

競争入札参加資格審査申請書

　令和７年度、令和８年度及び令和９年度において、北海道が発注する物品の購入契約、印刷物の製造の請負契
約、印章の製造の請負契約及び物品の賃貸借契約（複写機、電子計算機又は自動車に限る。）に係る競争入札に参
加したいので、指定の書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。

申請人の　　　　
所 在 地 札幌市中央区北3条西7丁目　道庁別館ビル

商号又は名称 (株)　Ａ　法人

代
表
者

役　職 代表取締役

氏　名 北海　太郎

担
当
者

部署・役職 営業部・主任

氏　名 北海　二郎

申請代理人　　　
の所在地

所属・役職

氏　名

　地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号（地方自治法施行令第１６７条の１１第１項において準用する場
合を含む。）に規定する者
　地方自治法施行令第１６７条の４第２項（地方自治法施行令第１６７条の１１第１項において準用する場合を
含む。）の規定により競争入札への参加を排除されている者

※上記□にチェックを入れてください。

この欄の記入については任意で
すので、空欄でも構いません。

新規・更新の違いで審査に影響

するものではありません。

本店の住所又は営業の中心となる事業所の住所を記入し
てください。

なお、本店以外の住所を記入する場合で、登記事項証明

書にも当該住所の記載が無い場合は、当該住所あてに送
付された封筒の写し等、住所の分かるものを添付してく

ださい。

この欄は、行政書士等の方が代理申請を行う場合に記入が必要です。
支店長や従業員の方が申請を行う場合は、記入不要です。

行政書士の方が代理申請を行う場合は、余白に行政書士印を押してくださ

い。

年の表記は元号又は西暦のどちらでも差し
支えありません。

記載内容を確認し、忘れずチェックを入れてください。記載内容を確認し、忘れずチェックを入れてください。

記載例 
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第２面

１　事業所の概要

（5）主たる事業の種類 （該当する事業の１つに〇を付してください。）

● 1.卸売業 　 2.小売業 　 3.サービス業 　 4.ソフトウェア業又は情報処理サービス業

　 5.ゴム製品製造業 　 6.旅館業 　 7.製造業その他

２　希望する資格の種類及び分類
◎ 「希望する分類」は、別表１「業種別分類表」を参照の上、記載してください。

(1)物品の購入（分類1～23）

1.家具･什器類 2.文具･用紙類 3.事務用機器類 4.複写類･製本
● ● ● 　

（ テーブル ） （ 文房具 ） （ 複写機 ） （ ）

5.図書類 6.産業用機器類 7.電気･通信･写真機器類 8.各種資材類
　 　 　 　

（ ） （ ） （ ） （ ）

9.機械修繕 10.医療機器類 11.教育・研究用機器類 12.自動車
　 　 　 　

（ ） （ ） （ ） （ ）

13.自転車その他車類 14.車両用品 15.車両修繕 16.車両燃料
　 　 ●

（ ） （ ） （ ガソリン ）

17.暖房燃料 18.被服・繊維皮革類 19.日用雑貨･その他の物品 20.食料品類
　 　 　 　

（ ） （ ） （ ） （ ）

21.クリーニング 22.百貨店・総合商社 23.複写機の保守サービス
　 　 ●

(2) 印刷物の製造（分類24～27）

24.平版印刷 25.フォーム印刷 26.地図印刷 27.その他の印刷
　 　 　 　

(3) 印章の製造（分類28）

28.印章の製造
　

(4) 物品の賃貸借（複写機、電子計算機又は自動車に限る。）（分類29～31）

29.賃貸借　複写機 30.賃貸借　電子計算機 31.賃貸借　自動車
● 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 　
● ● 　 　 　 　 　

※の欄は記入しないでください。
その他 （ ） ※印章

（1）道内支店等の名称

　〇〇支店、▲▲支店

（2）法人設立登記 （個人の場合は開業） （3）資本金 （個人の場合は不要） （4）従業員数 （個人の場合は代表者含む）
平成１０年　４月　　１日　 １０００万円　 １００人　

※添付 登記 許可 機　械納税

毒劇物 覚　醒

測　量
医　療 医　薬

３　営業に必要な許可等（別表２「営業許可等一覧」を参照し、該当するところに○を付してください。）
物品の購入又は印刷物の製造 物品の賃貸借

採　石 砂　利 肥　料 農　薬 動物薬 火　薬 ﾚﾝﾀｶｰ
麻　薬 計　量 家　畜 認　証

※印刷 機　械

認　定 指　定
石　油 揮発油 液石ガス 食　品 米　穀 クリーニング

道内の支店の名称を記入して下さい。本

店の名称は不要です。

登記事項証明書から転記してください。

該当する営業許可等を保有する場合は、該当するものに●を付け、営業許可

等の写しを添付して下さい。
なお、ここに記載されているもの以外の営業許可等については添付不要です。

（ ）には、具体的な取扱品目を記入して下さい（１品目で構いません）。
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第４　添付書類について（法人用） 
 

　競争入札参加資格審査の申請に必要な添付書類は、次の表のとおりです。 

  十分ご確認の上、クリップ等又はクリアファイルでまとめて提出してください。 

  また、内容を確認するために他の書類の提出をお願いする場合もありますので、あらかじめご了承ください。 

  なお、別記様式は、北海道出納局会計管理室調達課の定期申請ページからダウンロードすることができます。　

（　調達課ＵＲＬ：　https://www.pref.hokkaido.lg.jp/st/cut/199206.html　） 

 

　※　添付書類で、写しを提出した場合については、原本は本来北海道に提出されるべきものであることから、申請

　　日から参加資格の有効期間が終了する日まで、北海道の求めに応じて提示できるよう保管してください。 

 

区　　　　　　　　分 法 摘　　　　　　　　　　　　　要  

人  

１ 登記事項証明書（写し可） ◎ 　法務局の発行するもの  

  　 　申請受付時前３か月以内に発行されたもの  

 

２ 道税（道が賦課徴収するものに限 ◎   各総合振興局（振興局）税務課（納税課）又は道税事務所の  

 る）に滞納がないことの証明書  発行するもの  

 （写し可）  　申請受付時前３か月以内に発行されたもの  

  　詳細については、１６ページの第６「添付書類の詳細につい  

 て（全申請者共通）」の６－１を参照してください。  

 

３ 本店が所在する都府県の事業税に滞 ※ 　各都府県が発行するもの  

 納がないことの証明書  　申請受付時前３か月以内に発行されたもの  

 （写し可） ※　この書類は、北海道に納税義務がない方が「２ 道税（道が  

  　賦課徴収するものに限る）に滞納がないことの証明書」の代  

  　わりに提出するものです。         

  

 本店が所在する都府県の事業税の納 ※ 　各都府県が発行する納税猶予許可通知書  

 税が猶予されていることを示す書類   申請時点において猶予期限を越えないもの 

 の写し ※　この書類は、北海道に納税義務がない方で、各都府県の事

 業税の納税の猶予を受けていることにより、各都府県が発行

 する証明書が発行されない方が提出する書類です。 

  

 　詳細については、１６ページの第６「添付書類の詳細につい

て（全申請者共通）」の６－１を参照してください。

４ 消費税及び地方消費税に未納がない ◎ 　税務署の発行するもの 

 ことの証明書  　国税通則法施行規則別紙第９号書式その３の３（法人用） 

（写し可） 　申請受付時前３か月以内に発行されたもの

納税の猶予許可通知書の写し ※ 　申請時点において猶予期限を越えないもの 

※　この書類は、国税通則法第４６条（新型コロナウイルス感

染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関

する法律第３条により適用する場合（特例猶予）を含む）に

よる納税の猶予を受けていることにより、税務署が発行する

証明書が発行されない方が提出する書類です。 

 

 詳細については、１６ページの第６「添付書類の詳細について

（全申請者共通）」の６－１を参照してください。

  

 

                                                                              表は次ページに続きます 

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/st/cut/199206.html
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５ 健康保険・厚生年金保険の届出義務 ◎   ①納入告知書              

 を履行している事実を証する書類の    ②資格取得確認書及び標準報酬月額決定通知書 

 写し    ③適用通知書 

  ①②③など加入状況が確認できる書類のいずれか一つ

６ 雇用保険の届出義務を履行している ◎   ①保険関係成立届 

 事実を証する書類の写し  　②領収済通知書 

   ③概算・確定保険料申告書（控） 

  ①②③など加入状況が確認できる書類のいずれか一つ

７ 社会保険等適用除外申出書 ※ ※　この書類は、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入

（別記第３号様式） 義務のない場合に、「５ 健康保険・厚生年金保険の届出義務

を履行している事実を証する書類の写し」及び「６ 雇用保険

の届出義務を履行している事実を証する書類の写し」の代わ

りに提出するものです。   

８ 営業許可等の写し等 ○   別表１の「営業許可等」欄で示した許可、免許、登録等を有

   する場合

９ 機械器具設備状況一覧表（印刷物の ○ 　「印刷物の製造（別表１の分類２４～２７）」を希望する場

製造）（別記第４号様式） 合（工場又は作業場ごとに作成のこと）　

１０ 機械器具設備状況一覧表（印章の製 ○ 　「印章の製造（別表１の分類２８）」を希望する場合（工場

造）（別記第５号様式） 又は作業場ごとに作成のこと）

１１ 定款又は寄附行為 ○ 　会社以外の法人の場合

１２ 貸借対照表 ○ 　合名会社、合資会社の場合 

 　会社以外の法人の場合 

１３ 暴力団員等に該当しない者であるこ ○ 　行政書士等が代理申請を行う場合に必要 

と等の誓約書（別記第６号様式） 　代理人ではなく申請人が作成してください。 

１４ 代理申請に係る委任状（別記第７号 ○   行政書士等が代理申請を行う場合に必要             　　 

様式） 　申請受付時前３か月以内の日付のもの            

※　支店長など従業員の方が申請書を提出する場合には不要   

  　です。

 

 （注）１　◎印は、必ず提出しなければならない書類です。 

       ２　○印は、該当するときに提出する書類です。 
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第５　添付書類について（個人・中小企業組合等用） 
 

　競争入札参加資格審査の申請に必要な添付書類は、次の表のとおりです。 
  十分ご確認の上、クリップ等又はクリアファイルでまとめて提出してください。 
  また、内容を確認するために他の書類の提出をお願いする場合もありますので、あらかじめご了承ください。 
  なお、別記様式は、北海道出納局会計管理室調達課の定期申請ページからダウンロードすることができます。 
　（　調達課ＵＲＬ：　https://www.pref.hokkaido.lg.jp/st/cut/199206.html　） 
 
   ※　添付書類で、写しを提出した場合については、原本は本来北海道に提出されるべきものであることから、申請 
　　 日から参加資格の有効期間が終了する日まで、北海道の求めに応じて提示できるよう保管してください。 
 
 区　　　　　　　　分 個 中 摘　　　　　　　　　　　　　要
 人 小
 １ 登記事項証明書（写し可） ◎ 　法務局の発行するもの 
 　申請受付時前３か月以内に発行されたもの

２ 身分証明書（写し可） ◎ 　市区町村長の発行するもの 
　申請受付時前３か月以内に発行されたもの

３ 営業証明書（業種及び営業開始 ◎ 　市区町村長の発行するもの 
日の記載があるもの）（写し 　申請受付時前３か月以内に発行されたもの 
可） 　なお、営業証明書が発行されない場合は、営業の事実を証明

する書類（契約書、請書、請求書、納品書など販売等の実績が
確認できる書類の写し）を提出

４ 審査基準日から１年以上事業を ○ 　営業証明書に営業開始日が記載されていない場合又は営業証
営んでいることを証する書類 明書が発行されない場合（「14 営業許可等の写し等」を提出す

る場合であって、その営業許可等の年月日が審査基準日から１
年以上前である場合は不要） 
　①審査基準日から１年以上前の契約書、請書、請求書、納品

書など販売等の実績が確認できる書類の写し 
　②審査基準日直前１年分の確定申告書及び添附書類（青色申

告決算書又は収支内訳書）の写し 
　①、②などのいずれか一つ

５ 従業員名簿  ◎   代表者及び１か月以上の期間を定めて雇用している者を記入
（別記第２号様式） すること。

６ 賃金台帳の写し  ◎   従業員の賃金台帳（「５ 従業員名簿」と一致すること。） 
　　

７ 道税（道が賦課徴収するものに ◎ ◎   各総合振興局（振興局）税務課（納税課）又は道税事務所の
 限る）に滞納がないことの証明  発行するもの 
 書（写し可）  　申請受付時前３か月以内に発行されたもの 
  　詳細については、１６ページの第６「添付書類の詳細につい

て（全申請者共通）」の６－１を参照してください。
８ 本店が所在する都府県の事業税 ※ ※ 　各都府県が発行するもの。 

に滞納がないことの証明書   　申請受付時前３か月以内に発行されたもの 
（写し可）    

  ※　この書類は、北海道に納税義務がない方が「７ 道税（道が
　賦課徴収するものに限る）に滞納がないことの証明書」の代
　わりに提出するものです。

本店が所在する都府県の事業税 ※ ※ 　各都府県が発行する納税猶予許可通知書 
の納税が猶予されていることを   申請時点において猶予期限を越えないもの 
示す書類の写し  

※　この書類は、北海道に納税義務がない方で、各都府県の事
業税の納税の猶予を受けていることにより、各都府県が発行
する証明書が発行されない方が提出する書類です。 

 
  詳細については、１６ページの第６「添付書類の詳細につい
て（全申請者共通）」の６－１を参照してください。

                                                                　　　　　　　　表は次ページに続きます 
 

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/st/cut/199206.html
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９ 消費税及び地方消費税に未納が ◎ ◎ 　税務署の発行するもの 
ないことの証明書 　国税通則法施行規則別紙第９号書式その３の２（個人用）又
（写し可） はその３の３（法人用） 

　申請受付時前３か月以内に発行されたもの 

納税の猶予許可通知書の写し ※ ※ 　申請時点において猶予期限を越えないもの 
※　この書類は、国税通則法第４６条（新型コロナウイルス感

染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関
する法律第３条により適用する場合（特例猶予）を含む）に
よる納税の猶予を受けていることにより、税務署が発行する
証明書が発行されない方が提出する書類です。 

 
  詳細については、１６ページの第６「添付書類の詳細につい
て（全申請者共通）」の６－１を参照してください。 

１０ 健康保険・厚生年金保険の届出 ◎ ◎   ①納入告知書 
義務を履行している事実を証す   ②資格取得確認書及び標準報酬月額決定通知書 
る書類の写し   ③適用通知書 

  ①②③など加入状況が確認できる書類のいずれか一つ 

１１ 雇用保険の届出義務を履行して ◎ ◎   ①保険関係成立届 
いる事実を証する書類の写し 　②領収済通知書 

  ③概算・確定保険料申告書（控） 
  ①②③など加入状況が確認できる書類のいずれか一つ 

１２ 社会保険等適用除外申出書 ※ ※ ※　この書類は、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入
（別記第３号様式） 　義務のない場合に、「１０ 健康保険・厚生年金保険の届出義

　務を履行している事実を証する書類の写し」及び「１１ 雇用
　保険の届出義務を履行している事実を証する書類の写し」の
　代わりに提出するものです。　　 

１３ 営業許可等の写し等 ○ ○   別表１の「営業許可等」欄で示した許可、免許、登録等を有
する場合 

１４ 械器具設備状況一覧表（印刷物 ○ ○ 　「印刷物の製造（別表１の分類２４～２７）」を希望する場
の製造）(別記第４号様式) 合（工場又は作業場ごとに作成のこと）　

１５ 機械器具設備状況一覧表（印章 ○ ○ 　「印章の製造（別表１の分類２８）」を希望する場合（工場
の製造）（別記第５号様式） 又は作業場ごとに作成のこと）

１６ 定款又は寄附行為  ◎ 　中小企業組合等の場合 

１７ 暴力団員等に該当しない者であ ○ ○ 　行政書士等が代理申請を行う場合に必要 
ること等の誓約書（別記第６号 　代理人ではなく申請人が作成してください。
様式）

１８ 代理申請に係る委任状（別記第 ○ ○   行政書士等が代理申請を行う場合に必要 
 ７号様式）  　申請受付時前３か月以内の日付のもの 

１９ 中小企業組合等の概要（別記第 ◎   中小企業組合等の場合
８号様式）

２０ 官公需適格組合証明書の写し ○   官公需適格組合の証明を有する場合

２１ １～１７に掲げる書類 ○   組合の指定する組合員（資格者又は申請者である者を除
（法人の場合は、貸借対照表を く。）の「法人」又は「個人」に係る各該当書類 
含む。）

 （注）１　◎印は、必ず提出しなければならない書類です。 
       ２　○印は、該当するときに提出する書類です。
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第６　添付書類の詳細について（全申請者共通） 
 

６－１　納税証明書について 

 

　　　「道税」、「本店が所在する都府県の事業税」及び「消費税及び地方消費税」は、それぞれ取扱いが異なりま

　　すので、注意してください。 

   

　「道税に滞納がないことの証明書」について 

 

  （１）証明が必要な税目は、市町村長が賦課徴収する個人道民税を除いた、すべての道税です。 

 

　（２）納税証明書の請求窓口は、各総合振興局（振興局）税務課（納税課）又は道税事務所です。 

　　　　最寄りの窓口で、北海道の資格審査申請に使用する旨伝えて請求してください。 

        交付請求書は、納税証明書の請求窓口にありますが、北海道総務部財政局税務課のホームページからダウン

　　　ロードすることもできます。 

　　　（　税務課ＵＲＬ：　https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/zim/noufu/noufu301.html　） 

　　　　なお、納税証明書の発行等に関するお問い合わせは、各総合振興局（振興局）税務課（納税課）又は道税事

　　　務所にお願いします。 

　　 

  （３）交付請求書の記入方法は、次のとおりです。 

 

　　　　「証明書の使用目的」欄・・「資格審査請求（道税に滞納がない証明）」を選択してください。 

　　　　　　　　　　　　　　　※　「指名願」ではありませんので注意してください。 

 

    　　「証明事項」欄・・・・・・「道税（個人道民税及び地方消費税を除く。）について滞納がないこと。」を 

　　　　　　　　　　　　　　　　選択してください。　　　　　　　　　　　　　　　 

      　　　　　　　　　　　　※　誤って「法人事業税及び特別法人事業税」に未納がない旨の証明を取らないよ

　　　　　　　　　　　　　　　　う、注意してください。 

 

  （４）添付していただく納税証明書は、申請受付時前３か月以内に発行されたものに限ります。 

 

  （５）道内に支店等がない場合で道税の納付義務がない場合は、提出不要です（次項「本店が所在する都府県の事

　　　業税に滞納がないことの証明書」を参照）。 

 

　「本店が所在する都府県の事業税に滞納がないことの証明書」について 

 

　（１）北海道に納税義務がない方（本店が道外で道内に支店等がない場合）は、本店が所在する都府県の事業税に

　　　滞納がないことが確認できる納税証明書を提出してください。 

 

　（２）添付していただく納税証明書は、申請受付時前３か月以内に発行されたものに限ります。 

 

　（３）請求方法や発行手数料等は、各都府県にお問い合わせください。 

 

　（４）本店が所在する都府県の事業税の納税の猶予を受けている方は、各都府県が発行する納税猶予許可通知書の

写し（申請時点において猶予の期限を越えないものに限る。）を提出することによって、「本店が所在する都

府県の事業税に滞納がないことの証明書」の提出に代えることができます。 

 

 

 

 

 

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/zim/noufu/noufu301.html
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　「消費税及び地方消費税に未納がないことの証明書」について 

 

　（１）証明が必要な税目は、消費税及び地方消費税です。 

 

　（２）納税証明書の請求窓口は、所管する各税務署です。 

　　　　交付請求書は、納税証明書の請求窓口にありますが、国税庁のホームページからダウンロードすることもで

　　　きます（e-Taxを使用したオンライン請求も可能です。）。 

　　　  （　国税庁ＵＲＬ：　https://www.nta.go.jp/　） 

 

　（３）必要な証明書の種類は、次のとおりです。 

　　　　個人の場合は、国税通則法施行規則別紙第９号書式その３の２（個人用）、法人及び中小組合の場合は、国

　　　税通則法施行規則別紙第９号書式その３の３（法人用）です。 

 

  （４）添付していただく納税証明書は、申請受付時前３か月以内に発行されたものに限ります。　　 

    

　（５）国税通則法第４６条（新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関す

る法律第３条により適用する場合（特例猶予）を含む）による納税の猶予を受けている方は、「納税の猶予許

可通知書」の写し（申請時点において猶予の期限を超えないものに限る。）を提出することによって、「消費

税及び地方消費税に未納がないことの証明書」の提出に代えることができます。 

 

６－２　申請書以外の提出書類の記入方法 

 

　　　１２ページの第４の表又は１４ページの第５の表により、必要な書類を確認の上、提出してください。 

 

　従業員名簿（別記第２号様式） 

 

　　　この書類は、申請者が中小企業組合等の場合に提出が必要です。 

　 

　（１）所在地､商号又は名称及び代表者氏名　・・申請書に記載した申請人の所在地等を記入してください。 

 

　（２）代表者、役職名・・・・個人ごとに氏名及び住所をすべて記入してください。 

 

　（３）従業員・・・・・・・・（２）以外で、１か月以上の期間を定めて雇用しているすべての従業員を記入して

　　　　　　　　　　　　　　ください。 

 

  社会保険等適用除外申出書（別記第３号様式） 

 

　　　健康保険、厚生年金保険及び雇用保険（以下「社会保険等」という。）の規定による届出義務のない場合、

　　提出が必要です。 

　　　届出義務のない理由を選択又は記入してください。 

    　なお、労働者を雇用している事業者には、社会保険等に加入する法令等の義務があります。未加入又は未納

　　のある事業者の方は、加入又は納付をお願いします（適用除外「任意適用事業所」を除く。）。 

  　※　社会保険等に関する問い合わせは、それぞれを所管する機関の窓口等に確認願います。 

 

　機械器具設備状況一覧表（印刷物の製造）（別記第４号様式） 

 

　　　この書類は、「印刷物の製造（別表１の分類２４～２７）」を希望する場合に作成してください。 

　　　また、複数の工場及び作業場がある場合は、それぞれの工場及び作業場ごとに作成してください。 

 

　（１）会社名・・・・・申請書に記載した内容（法人にあっては本店名）を記入してください。 

 

https://www.nta.go.jp/
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　（２）工場住所・・・・実際の工場及び作業場の所在地を記入してください。 

 

　（３）機械設備・・・・実際に使用しているものを記入してください。 

　　　　　　　　　　　　なお、様式中に記載例がありますので参考にしてください。 

 

  機械器具設備状況一覧表（印章の製造）（別記第５号様式） 

 

      この書類は、「印章の製造（別表１の分類２８）」を希望する場合に作成してください。 

      また、複数の工場及び作業場がある場合は、それぞれの工場及び作業場ごとに作成してください。 

 

　（１）会社名・・・・・申請書に記載した内容（法人にあっては本店名）を記入してください。 

 

　（２）工場住所・・・・実際の工場及び作業場の所在地を記入してください。 

 

　（３）機械設備・・・・実際に使用しているものを記入してください。 

 

　暴力団員等に該当しない者であること等の誓約書（別記第６号様式） 

 

　　　この書類は、３ページの第１－９「行政書士等の代理申請」にあるように、申請者が行政書士等に申請手続を

　　代理させる場合に作成してください。 

    　なお、代理人ではなく申請人が作成してください。 

 

  （１）年月日・・・・・・・提出年月日を記入してください。 

 

  （２）所在地､商号又は名称及び代表者氏名 ・申請書に記載した申請人の所在地等を記入してください。 

 

 　代理申請に係る委任状（別記第７号様式） 

 

      この書類は、３ページの１－９「行政書士等の代理申請」にあるように、申請者が行政書士等に申請手続を 

　　代理させる場合に作成してください。 

      ※　実際の入札時に提出する契約締結や代金の受領等に係る委任状ではありません。 

 

　（１）受任者・・・・・住所及び氏名については、申請書の第１面の「（代理人による申請を行う場合）の氏名」

　　　　　　　　　　　欄に記入するものと一致させてください。 

　　　　　　　　　　　　また、行政書士の場合は行政書士証票の登録番号も記入してください。 

 

　（２）年月日・・・・・申請受付時前３か月以内に限ります。 

 

　（３）委任者・・・・・住所、商号又は名称及び代表者氏名は、申請書の第１面の申請人の所在地欄等に記入する

　　　　　　　　　　　ものと一致させてください。 

 

   中小企業組合等の概要（別記第８号様式） 

 

      この書類は、申請者が中小企業組合等の場合に作成してください。 

　　　所在地、名称及び代表者は申請書に記載した内容を記入してください。 

    　組合を構成するすべての構成員の名称、代表者名、所在地、電話番号、主な業種、開業年月日等を記入してく

　　ださい。
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第７　合併等に伴う変更審査申請について 
 

　１  変更審査申請書の提出が必要な変更事由 

 

　　　資格の有効期間内に合併や事業譲渡に伴う資格内容の変更があったときは、競争入札参加資格変更審査申請書

　　（別記第９号様式）に変更事項に該当する添付書類を添えて、速やかに出納局会計管理室調達課管理係に提出し

　　てください。 

　　　書面による提出の場合、競争入札参加資格変更審査申請書の様式は、北海道出納局会計管理室調達課のホーム

　　ページからダウンロードすることができます。 

　　（　調達課ＵＲＬ:　https://www.pref.hokkaido.lg.jp/st/cut/index.html　） 

 

　　　また、書面による提出方法の他に電子申請システムによる提出も受け付けています。手続については、５ペー

　　ジの第２「電子申請について」を参照してください。 

　　 

　　競争入札参加資格変更審査申請書の提出が必要な場合 

 

　　　ア　資格者の事業又は営業が相続、合併、事業（営業）譲渡又は会社分割により移転した場合 

　　　イ　中小企業組合等がその構成員を変更した場合（企業組合及び協業組合を除く中小企業組合等にあっては、

　　　　変更した構成員が競争入札参加資格者である組合員のときに限る。） 

　　　ウ　希望する資格の種類（物品の購入、印刷物の製造、印章の製造又は物品の賃貸借）を異にする分類を追加

　　　　する場合 

 

　　　※　変更審査申請書の提出があった場合は、変更の決定後に申請者あてに通知書を送付します。 

 

　２　添付書類 

 

 変　更　事　項 主　な　添　付　書　類

 １ 相　続 ア　相続を証する書面（戸籍謄本(写し可)、分割協議書の写し等） 

 イ　相続した者に係る市区町村長発行の身分証明書（写し可） 

 ウ  暴力団員等に該当しない者であること等の誓約書（別記第６号様

 式）

 ２ 合　併 （１）  合併された企業が法人の場合 

      　　ア　解散登記に係る登記事項証明書（写し可） 

          　　（解散登記未了の場合は、合併に係る総会議事録の写し） 

      　　イ　合併契約書の写し、 

      　　　　公正取引委員会の届出受理書の写し（届出した場合） 

        　ウ　存続又は新たな法人に係る１２ページの第４の表に掲げる書類

      　　　　 

      （２）  合併された企業が個人の場合 

   　ア　合併を証する書面 

   　イ　存続する個人事業者に係る１４ページの第５の表に掲げる書類

                                                                                  表は次ページに続きます 

                                                                                

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/st/cut/index.html
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 ３ 事業（営業）譲渡 （１）  譲受人が資格者である法人の場合 

        　ア　譲渡契約書の写し、 

      　　　　公正取引委員会の届出受理書の写し（届出した場合） 

        　イ　登記事項証明書(写し可)（譲渡に関し登記の必要な場合） 

      　　ウ　暴力団員等に該当しない者であること等の誓約書（別記第６号

      様式） 

      （２）  譲受人が資格者である個人の場合  

        　ア　譲渡契約書の写し 

      　  イ　暴力団員等に該当しない者であること等の誓約書（別記第６号

      様式） 

 （３）  譲受人が非資格者の場合 

   　ア　譲渡契約書の写し、 

 　　　　公正取引委員会の届出受理書の写し（届出した場合） 

 　　イ　譲受人に係る１２ページの第４の表に掲げる書類 

 

 ４ 会社分割 （１）　承継した者が資格者の場合 

          ア  新設分割計画書又は吸収分割契約書の写し、 

      　　　　公正取引委員会の届出受理書の写し（届出した場合） 

      　　イ　分割登記に係る登記事項証明書（写し可） 

      　　　　（分割登記未了の場合は分割に係る総会議事録の写し） 

 　　ウ　暴力団員等に該当しない者であること等の誓約書（別記第６号

 様式） 

 （２）  承継した者が非資格者の場合 

     ア  新設分割計画書又は吸収分割契約書の写し、 

 　　　　公正取引委員会の届出受理書の写し（届出した場合） 

     イ　分割登記未了の場合は分割に係る総会議事録の写し 

 　　ウ　承継した者に係る１２ページの第４の表に掲げる書類 

 

 ５ 希望する資格の種類を異にす （１）　印刷物の製造を希望する場合 

る分類を追加する場合 　　　　機械器具設備状況一覧表（印刷物の製造）（別記第４号様式） 

（２）　印章の製造を希望する場合 

　　　　機械器具設備状況一覧表（印章の製造）（別記第５号様式） 

（３）　希望する分類で、別表１の「営業許可等」欄で示した営業に関

　　　　する許可等を有する場合は、営業許可等の写し等 
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第８　代表者、住所等の変更に伴う変更届について  

 

　　競争入札参加資格関係事項変更届の提出が必要な場合 

 

　　　資格の有効期間内に申請内容に変更があったときは、競争入札参加資格関係事項変更届（別記第１０号様式）

　　に変更事項に該当する添付書類を添えて、速やかに出納局会計管理室調達課管理係に提出してください。 

      競争入札参加資格関係事項変更届の用紙は、北海道出納局会計管理室調達課のホームページからダウンロード

　　することができます。（　調達課ＵＲＬ：　https://www.pref.hokkaido.lg.jp/st/cut/index.html　） 

　　　なお、提出方法については、１９ページの第７「合併等に伴う変更審査申請について」と同様になりますの

　　で、そちらを参照してください。 

 

　　　ア　郵便番号・住所・電話番号（本店）、法人の代表者氏名、資本金、商号又は名称、組織、道内支店等の名

　　　　称、主たる事業の種類又は営業に必要な許可等を変更した場合 

　　　イ　希望する分類を変更する場合（同一種類の資格内で分類を追加する場合） 

 

      ※　支店等の住所・電話番号、担当者及び申請代理人の氏名等の変更に係る届出は不要です。　 

　　　※　変更届については、届出を受理及び名簿の資格内容を変更した際に、資格者への受理票の送付や個別に　

　　　　通知はしておりません。 

 

 変　更　事　項 主　な　添　付　書　類

 １ 郵便番号 （１）　法人の場合 

 住所（本店）   　  　登記事項証明書（写し可） 

 電話番号 （２）　個人の場合 

   　ア　住民票（写し可） 

 　　イ　営業証明書（写し可）

 ２ 法人の代表者氏名 登記事項証明書（写し可） 

 

 ３ 資本金 登記事項証明書（写し可） 

  （合名会社、合資会社及び会社以外の法人の場合は、貸借対照表）

 ４ 商号又は名称 （１）  法人の場合 

         　　登記事項証明書（写し可） 

   （２）  個人の場合 

     　　変更を証する書面

 ５ 組織　個人　　　㈲　　 ㈱ 登記事項証明書（写し可）その他知事が必要と認める書類

   など

 ６ 道内支店等の名称 添付書類は不要

 

 ７ 主たる事業の種類 添付書類は不要

 

 ８ 営業に必要な許可等 （１）  許可等の追加の場合 

   　　　　営業許可等の写し等 

   （２）  許可等の取り消し等の場合 

　　　　変更を証する書面

９ 希望する分類の変更 （１）  希望する分類で、別表１の「営業許可等」欄で示した営業に関

 （同一種類の資格内で分類を 　　　　する許可等を有する場合 

 追加する場合） 　　　　営業許可等の写し等 

  （２）　印刷物の製造で分類を追加する場合 

        機械器具設備状況一覧表（印刷物の製造）（別記第４号様式）

     ※　その他必要に応じ、関係書類の提出を求める場合があります。 

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/st/cut/index.html
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別表２　営業許可等一覧 

 

 １　物品の購入又は印刷物の製造                

営業に必要な許可等 略　称 営業に必要な許可等 略  称

採石業者登録                       採　石 特定計量器販売事業届 計　量

砂利採取業者登録                   砂　利 家畜商免許 家  畜

肥料販売業務開始届                肥　料 自動車分解整備事業認証  認　証 

農薬販売業届                       農　薬 優良自動車整備事業者認定  認　定 

動物用医薬品販売業許可            動物薬 指定自動車整備事業指定  指　定 

毒物劇物販売業登録               毒劇物
 石油販売業開始届 

石　油
 

（石油製品販売業開始届）

覚醒剤原料取扱者指定           覚　醒 揮発油販売業者登録 揮発油

火薬類販売営業許可 　     

火薬類製造業許可（製造所において販 火　薬 液化石油ガス販売事業登録 液石ガス 

売する場合に限る。）              

高度管理医療機器等販売業許可  食品衛生法営業許可 
食　品

 

管理医療機器販売業届 医　療 食品衛生法営業届出   

（医療用具販売業届）              

米穀の出荷又は販売事業開始届 
米　穀

 

（卸売業・小売業届出）

薬局開設許可 
医　薬

 

医薬品販売業許可                     クリーニング業営業届 クリーニング

麻薬卸（小）売業者免許             麻　薬 測量業者登録 測　量

 

２　物品の賃貸借 

 

営業に関する許可等 略　称

自家用自動車有償貸渡許可 レンタカー

 

 


